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11月10日（木）まで

11月30日（水）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（平成28年10月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（平成28年９月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人事業所税・法人住民税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（平成28年８月期）
２カ月延長法人（平成28年７月期）

④　消費税確定申告（１カ月ごと）（９月期）
⑤　消費税確定申告（３カ月ごと）（３、６、９、12月期）
⑥　法人の中間申告（半期・３月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額4,800万円超のとき
１カ月ごと（９月期を除く）
直前期年税額400万円超のとき
３カ月ごと（３、６、１２月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の終了日は各
月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は適用後２年
間継続が要件である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

（付記）　税を考える週間（11月11日～11月17日）

会
　
　
計

他
の
退
職
給
付
制
度
か
ら
の
補

填
が
あ
る
場
合
は
確
定
給
付
制

度
に
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、退
職
給
付
専
門
委

会
　
　
計

連
結
と
個
別
を
分
け
ず
に
基
準

開
発
へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、収
益
認
識
専
門
委

去
る
10
月
３
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
85
回
退
職
給
付
専
門
委

員
会
を
開
催
し
た
。前
回（
２
０
１
６

年
10
月
10
日
号（
№
１
４
５
９
）情
報

フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）に
引
き
続
き
、

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
実
務
対

応
報
告
案
等
へ
の
コ
メ
ン
ト
対
応
が

検
討
さ
れ
た
。

他
の
退
職
給
付
制
度
か
ら
の

補
填
の
取
扱
い

退
職
金
の
一
部
に
リ
ス
ク
分
担
型

企
業
年
金
を
設
定
す
る
が
、
給
付
総

額
を
一
定
と
す
る
ケ
ー
ス
に
お
い
て

は
、
リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
給

付
額
の
減
額
調
整
に
対
応
し
て
、
他

の
退
職
給
付
制
度
の
給
付
額
を
増
額

す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
こ
の
場

合
に
、
制
度
ご
と
に
確
定
拠
出
制
度

か
確
定
給
付
制
度
か
を
判
定
す
る
の

か
、
全
体
と
し
て
確
定
給
付
制
度
と

分
類
す
る
の
か
が
論
点
と
な
る
。

こ
れ
ま
で
の
審
議
を
踏
ま
え
た
事

務
局
の
整
理
と
し
て
、「
会
計
上
の
取

扱
い
を
示
さ
な
い
場
合
、
さ
ま
ざ
ま

な
解
釈
が
な
さ
れ
る
可
能
性
が
あ

り
、
実
務
上
の
混
乱
を
回
避
す
る
た

め
に
は
、
何
ら
か
の
内
容
を
記
載
す

る
こ
と
が
適
切
」と
の
見
解
が
示
さ

れ
た
。
具
体
的
に
は
、
実
務
対
応
報

告
案
３
項
に
、
次
の
よ
う
に
追
記
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
。

３
．リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
う

ち
、
企
業
の
拠
出
義
務
が
、
給
付
に

充
当
す
る
各
期
の
掛
金
と
し
て
、制

度
の
導
入
時
の
規
約
に
定
め
ら
れ

た
標
準
掛
金
相
当
額（
中
略
）、特
別

掛
金
相
当
額（
中
略
）及
び
リ
ス
ク

対
応
掛
金
相
当
額（
中
略
）の
拠
出

に
限
定
さ
れ
、企
業
が
当
該
掛
金
相

当
額
の
他
に
拠
出
義
務（
リ
ス
ク
分

担
型
企
業
年
金
に
お
け
る
給
付
額

の
減
額
調
整
に
対
応
し
て
、リ
ス
ク

分
担
型
企
業
年
金
以
外
の
退
職
給

付
制
度
に
お
け
る
給
付
額
を
増
額

す
る
義
務
を
負
う
場
合
を
含
む
。）

を
実
質
的
に
負
っ
て
い
な
い
も
の

は
、退
職
給
付
会
計
基
準
第
４
項
に

定
め
る
確
定
拠
出
制
度
に
分
類
す

る
。

専
門
委
員
か
ら
は
お
お
む
ね
賛
成

す
る
意
見
が
聞
か
れ
た
が
、３
項（
本

文
）に
記
載
す
る
か
、
結
論
の
背
景

に
記
載
す
る
か
で
、
意
見
が
分
か
れ

た
。今

後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

実
務
対
応
報
告
の
公
表
目
標
は
11

月
と
さ
れ
て
お
り
、
最
終
的
な
詰
め

の
審
議
が
行
わ
れ
る
見
込
み
。

去
る
10
月
４
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
71
回
収
益
認
識
専
門
委

員
会
を
開
催
し
た
。

今
回
は
、
前
回（
２
０
１
６
年

10
月
10
日
号（
№
１
４
５
９
）情
報

フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）、
お
よ
び
第

３
２
５
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会

（
２
０
１
６
年
10
月
10
日
号（
№

１
４
５
９
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）

の
議
論
を
踏
ま
え
、
わ
が
国
の
収
益

認
識
基
準
の
開
発
に
向
け
た
当
面
の

審
議
の
進
め
方
が
事
務
局
よ
り
示
さ

れ
た
。

全
般
的
な
方
向
性

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
を
連
結
財
務
諸
表
で
任

意
適
用
し
て
い
る
企
業
の
ニ
ー
ズ

と
、
日
本
基
準
を
連
結
財
務
諸
表
お

よ
び
個
別
財
務
諸
表
で
適
用
し
て
い

る
企
業
の
ニ
ー
ズ
の
両
方
を
可
能
な

限
り
満
た
す
方
向
で
開
発
を
行
う
こ

と
が
示
さ
れ
た
。

ま
た
、
連
結
財
務
諸
表
と
個
別
財

務
諸
表
を
特
に
分
け
ず
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

15
号
の
基
本
的
な
原
則
を
取
り
入
れ
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フラッシュ

グローバル会計
の視点

グローバル会計
の視点

自社株保有自社株保有

況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う

か
。
有
価
証
券
報
告
書
の「
役
員
の

状
況
」に
は
、
役
員
の
略
歴
に
加
え
、

役
員
が
保
有
し
て
い
る
自
社
株
式
数

が
開
示
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
社

外
役
員
の
保
有
す
る
自
社
株
式
数
は

多
く
の
場
合
、
そ
の
報
酬
額
と
の
比

較
で
は
米
国
と
比
べ
極
め
て
少
な
い

と
い
え
る
。

エ
ン
ロ
ン
事
件
が
発
生
し
た
当
時

は
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
大
量
に
付
与

さ
れ
た
ス
ト
ッ
ク･

オ
プ
シ
ョ
ン
が

粉
飾
の
一
因
と
い
わ
れ
た
。
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
は
利
益
を
得
る
た
め
に
、
粉

飾
し
て
も
株
価
を
上
げ
る
こ
と
に

走
っ
た
と
い
わ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。

し
か
し
、
そ
の
後
も
米
国
で
の
ス

ト
ッ
ク･

オ
プ
シ
ョ
ン
は
減
少
し
た

と
い
う
話
は
聞
か
ず
、
業
績
連
動
型

の
報
酬
と
い
う
位
置
づ
け
を
さ
れ
て

い
る
。
前
記
に
示
し
た
よ
う
に
、
社

外
役
員
に
は
別
の
観
点
か
ら
、
自
社

株
式
の
保
有
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の

で
あ
る
。

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
が

注
目
さ
れ
始
め
て
い
る
日
本
で
も
、

「
役
員
の
利
害
」と「
株
主
の
利
害
」を

一
致
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
た
め

に
、
会
社
が
単
に
保
有
し
て
い
る
と

い
う
レ
ベ
ル
の
保
有
数
で
は
な
い
自

社
株
式
の
保
有
を
社
外
役
員
に
要
求

す
る
制
度
を
導
入
す
る
時
期
に
き
て

い
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

長
谷
川　

茂
男（
中
央
大
学
専
門
職

大
学
院
特
任
教
授
）

と
い
う
こ
と
な
の
だ
ろ
う
。

ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
は
、
役

員（
社
外
役
員
を
含
む
）に
対
し
て
、

役
員
に
選
任
さ
れ
て
か
ら
５
年
以

内
に
、
最
低
限
40
万
ド
ル
の
自
社
株

式（
市
場
価
値
）の
保
有
を
要
求
し

て
お
り
、
就
任
期
間
は
株
式
の
売
却

は
禁
止
さ
れ
る
。
ほ
か
に
も
、
１

年
の
報
酬
の
一
定
の
倍
数
の
自
社

株
式
の
保
有
を
要
求
し
て
い
る
会

社
も
あ
れ
ば
、
退
職
後
の
一
定
期

間
の
自
社
株
式
の
売
買
を
禁
止
し

て
い
る
会
社
も
あ
る
。

委
員
会
制
度
を
採
用
し
て
い
る

米
国
で
の
役
員
の
過
半
数
は
社
外

役
員
で
あ
り
、
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー

タ
ー
ズ
で
は
執
行
役
員（
社
内
）は

１
人
だ
け
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、

こ
の
自
社
株
式
の
保
有
の
要
求
は
、

社
外
役
員
を
主
要
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト

に
し
た
も
の
と
い
え
る
。

米
国
で
は
、
役
員
が
就
任
中
の

報
酬
の
大
部
分
を
自
社
株
式
の
購

入
に
充
当
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
が
多
く
発
生
す
る
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。
一
方
、
日
本
で
の
状

米
国
の
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
証
券
取
引

所
に
上
場
し
て
い
る
会
社
は
、
上
場

規
定
に
よ
り
、「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ

ナ
ン
ス
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」の
開
示

が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
米
国
の

上
場
会
社
は
、
株
主
総
会
の
招
集
通

知
に
こ
の「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ

ン
ス
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」の
内
容
を

開
示
し
、「Schedule 14A

」の
様
式

で
招
集
通
知
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
提
出
す
る

こ
と
が
要
求
さ
れ
て
い
る
。

「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」に
は
、 

取
締
役
の

適
格
基
準
、
取
締
役
の
報
酬
決
定
の

原
則
、
取
締
役
の
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ
ョ
ン
お
よ
び
継
続
的
な
ト
レ
ー
ニ

ン
グ
、
後
継
者
計
画
、
毎
年
の
取
締

役
会
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評
価
な
ど

が
含
め
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
内
容
の

多
く
は
、
日
本
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ

バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
で
も
要
求
さ
れ
、

そ
の
一
部
は
開
示
が
要
求
さ
れ
て
い

る
。多

く
の
米
国
企
業
は
、こ
の「
コ
ー

ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」の
な
か
で
、
役
員
に
自
社
株

式
の
保
有
を
強
制
し
て
い
る
制
度
を

開
示
し
て
い
る
。
そ
の
制
度
を
実
施

し
て
い
る
理
由
と
し
て
、
ほ
と
ん
ど

の
会
社
で「
役
員
の
利
害
」と「
株
主

の
利
害
」を
一
致
さ
せ
る
こ
と
が
示

さ
れ
て
い
る
。株
価
が
下
落
す
れ
ば
、

役
員
も
株
主
と
同
様
に
損
失
を
被
る

こ
と
に
な
る
か
ら
、
株
主
の
立
場
か

ら
役
員
と
し
て
の
業
務
を
執
行
す
る

る
こ
と
を
出
発
点
と
し
、
こ
れ
ま
で

わ
が
国
で
行
わ
れ
て
き
た
実
務
等
に

配
慮
す
べ
き
項
目
が
あ
る
場
合
に

は
、
比
較
可
能
性
を
損
な
わ
せ
な
い

範
囲
で
代
替
的
な
会
計
処
理
を
追
加

す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た（
個
別
項
目

に
対
す
る
重
要
性
の
記
載
も
含
む
。

ケ
ー
ス
に
よ
っ
て
は
個
別
財
務
諸
表

の
み
追
加
す
る
こ
と
も
検
討
）。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
に
お
け
る
理
論
面

の
問
題
提
起
が
聞
か
れ
て
い
る
も
の
に

つ
い
て
は
、
現
段
階
で
は
方
向
性
を

出
さ
ず
、
意
見
募
集
文
書
で
識
別
し

た
論
点
を
ひ
と
と
お
り
議
論
し
た
あ

と
に
検
討
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

表　
現

開
発
す
る
基
準
の
表
現
は
、
次
の

方
針
で
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
表
現
を
見

直
す
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

・
企
業
会
計
基
準
の
本
文
に
必
要
最

低
限
の
要
求
事
項
、企
業
会
計
基
準

適
用
指
針
の
本
文
に
そ
の
他
の
要

求
事
項
を
含
め
、両
者
の
結
論
の
背

景
に
説
明
的
な
記
載
を
行
う（
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
15
号
の
本
文
と
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
区
分
に
は
こ
だ
わ
ら
な
い
）

・
可
能
な
限
り
意
味
が
変
わ
ら
な
い

範
囲
で
、日
本
基
準
の
用
語
を
用
い

る
ガ
イ
ダ
ン
ス
、
設
例

開
発
す
る
基
準
へ
の
ガ
イ
ダ
ン
ス

の
追
加
は
、
便
益
と
懸
念
を
比
較
考

量
し
、
わ
が
国
に
特
有
な
取
引
等
に

限
定
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
結
果
と

大
き
く
異
な
ら
な
い
よ
う
に
対
応
す

る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

ま
た
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
設
例
は
、

関
係
者
の
理
解
を
促
進
す
る
の
に
有

効
な
も
の
の
み
を
含
め
、
わ
が
国
特
有

の
取
引
は
、
実
務
に
お
け
る
適
用
を

容
易
に
す
る
観
点
か
ら
、
前
提
条
件

を
明
確
に
し
た
う
え
で
例
示
と
し
て
の

設
例
を
追
加
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

任
意
適
用
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

15
号
お
よ
び
ト
ピ
ッ
ク
606
の
強
制
適
用

日（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
：
２
０
１
８
年
１

月
１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
、

ト
ピ
ッ
ク
606
：
２
０
１
７
年
12
月
15

日
よ
り
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
）

に
可
能
と
な
る
こ
と
を
当
面
の
目
標

と
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

ま
た
、
公
開
草
案
は
２
０
１
７
年

６
月
ま
で
に
公
表
す
る
こ
と
を
目
標

と
す
る
こ
と
、
強
制
適
用
の
時
期
は

会
計
基
準
の
内
容
が
お
お
む
ね
判
明

し
た
段
階
で
検
討
を
行
う
こ
と
が
示

さ
れ
た
。

具
体
的
な
進
め
方

今
後
の
具
体
的
な
進
め
方
は
次
の

と
お
り
と
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

①　
会
計
基
準
の
範
囲
お
よ
び
基
礎

と
な
る
用
語
の
定
義
の
検
討

②　
こ
れ
ま
で
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
と
し
て

検
討
し
た
項
目
の
方
向
性
を
決
定

③　
意
見
募
集
で
識
別
し
た
残
り
の

論
点
お
よ
び
開
示（
注
記
事
項
）の

検
討
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会
　
　
計

収
益
認
識
基
準
の
範
囲
、検
討

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

会
計
基
準
案
、表
現
等
の
見
直
し
続

出
で
再
検
討
か
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、税
効
果
会
計
専
門
委

去
る
10
月
６
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
３
４
６
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金

第
85
回
退
職
給
付
専
門
委
員
会
で

の
議
論（
今
号
本
欄
参
照
）を
踏
ま

え
、
審
議
が
行
わ
れ
た
。

他
の
退
職
給
付
制
度
か
ら
の
補
填

の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
事
務
局
に

よ
る
再
検
討
の
結
果
、
本
文（
３
項
）

で
は
な
く
、
結
論
の
背
景
に
次
の
文

章
を
追
記
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ

た
。
委
員
か
ら
は
特
段
の
反
対
意
見

は
聞
か
れ
て
い
な
い
。

企
業
が
当
該
掛
金
相
当
額
の
他
に

拠
出
義
務
を
実
質
的
に
負
っ
て
い
な

い
か
否
か
の
判
断
に
あ
た
っ
て
、リ
ス

ク
分
担
型
企
業
年
金
に
お
け
る
給
付

額
の
減
額
調
整
に
対
応
し
て
、企
業
が

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
以
外
の
退

職
給
付
制
度
に
お
け
る
給
付
額
を
増

額
す
る
義
務
を
負
う
場
合
、企
業
に
追

加
的
な
負
担
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と

考
え
ら
れ
る
た
め
、当
該
拠
出
義
務
に

は
、当
該
給
付
額
を
増
額
す
る
義
務
が

含
ま
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

税
効
果
会
計

こ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、「
法

人
税
、
住
民
税
及
び
事
業
税
等
に
関

す
る
会
計
基
準（
案
）」（
監
査
・
保
証

実
務
委
員
会
実
務
指
針
63
号
の
移

管
）の
文
案
に
つ
い
て
、
審
議
が
行

わ
れ
た
。

本
会
計
基
準
は
、
基
本
的
に
63
号

の
定
め
の
内
容
を
踏
襲
し
て
お
り
、

実
質
的
な
内
容
の
変
更
は
意
図
さ
れ

て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
本
会
計
基

準
は
、
公
表
日
以
後
適
用
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
。
ま
た
、
同
様
の
理
由
に

よ
り
、
本
会
計
基
準
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
会
計
方
針
の
変
更
に
該
当
し

な
い
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
と

さ
れ
た
。

収
益
認
識

収
益
認
識
基
準
の
開
発
に
関
し

て
、
全
般
的
な
進
め
方
に
加
え
、
次

の
事
項
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ

た
。

⑴　
会
計
基
準
の
範
囲

現
行
の
日
本
基
準
で
収
益
認
識
に

関
す
る
会
計
処
理
を
定
め
て
い
る
も

の
と
の
関
係
に
つ
い
て
、
次
の
整
理

が
事
務
局
か
ら
示
さ
れ
た
。

①　
リ
ー
ス
取
引

収
益
認
識
基
準
の
開
発
に
合
わ

せ
、リ
ー
ス
基
準
の
改
正
を
行
う
か
否

か
、今
後
検
討
す
る
。

②　
金
融
商
品

利
息
・
配
当
金
に
つ
い
て
は
規
定

が
あ
る
が
、金
融
手
数
料
に
つ
い
て
は

明
文
規
定
が
な
い
。金
融
手
数
料
は
、

基
準
の
適
用
範
囲
と
す
る
。

③　
固
定
資
産
の
売
却
取
引

特
別
目
的
会
社
の
連
結
範
囲
等
と

関
連
し
、Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
が
対
象
と
す

る
取
引
と
は
異
な
る
検
討
が
必
要
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、今
回
の
検

討
範
囲
に
は
含
め
な
い
。

④　
工
事
契
約
お
よ
び
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
取
引

基
本
的
に
は
、
開
発
す
る
日
本
基

準
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
。た
だ
し
、
最

終
的
に
は
、進
行
基
準
や
原
価
回
収
基

準
と
い
っ
た
項
目
の
検
討
後
に
決
定

す
る
。

な
お
、
棚
卸
資
産
や
費
用
等
に
対

す
る
会
計
処
理
の
見
直
し
の
要
望
も

寄
せ
ら
れ
て
い
た
が
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15

号
に
含
ま
れ
る「
契
約
コ
ス
ト
」以
外

は
取
り
扱
わ
な
い
と
い
う
考
え
方
が

示
さ
れ
た
。

⑵　
用
語
の
定
義

「
定
義
」と
し
て
記
載
す
る
こ
と
が

適
切
な
用
語
に
つ
い
て
、
た
と
え
ば

「
契
約
：
法
的
な
強
制
力
を
有
す
る

権
利
お
よ
び
義
務
を
生
じ
さ
せ
る
複

数
の
当
事
者
間
に
よ
る
取
決
め
」な

ど
が
、
事
務
局
か
ら
示
さ
れ
た
。
な

お
、「
収
益
を
定
義
し
な
い
」と
い
う

案
が
示
さ
れ
た
が
、委
員
か
ら
は「
収

益
は
定
義
す
べ
き
」と
の
意
見
が
聞

か
れ
た
。

去
る
10
月
11
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
41
回
税
効
果
会
計
専
門

委
員
会
を
開
催
し
た
。

前
回（
２
０
１
６
年
10
月
10
日
号

（
№
１
４
５
９
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参

照
）ま
で
の
議
論
に
引
き
続
き
、
法
人

税
等
会
計
基
準
案
、
税
効
果
適
用
指

針
案
に
つい
て
、
検
討
が
行
わ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

法
人
税
等
会
計
基
準
案

前
回
示
さ
れ
た
文
案
に
対
し
て
、

主
に
表
現
の
見
直
し
に
関
す
る
修
正

が
行
わ
れ
た
。
た
と
え
ば
、
基
準
案

４
項
は「
当
事
業
年
度
の
所
得
等4

に

対
す
る
法
人
税
、
地
方
法
人
税
、
住

民
税
及
び
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
法

令
に
従
い
算
定
し
た
額（
省
略
）を
損

益
に4

計
上
す
る
」（
傍
点
編
集
部
）と

さ
れ
て
お
り
、「
等
」の
追
加
や
、
前

回
の
文
案
で
は「
損
益
と
し
て
計
上

す
る
」、「
損
益
に
計
上
す
る
」と
バ
ラ

バ
ラ
の
表
現
で
あ
っ
た
箇
所
を
統
一

す
る
た
め
の
修
正
が
行
わ
れ
た
。
特

に
今
回
、
こ
の「
等
」の
追
加
は
、
他

の
多
数
の
箇
所
で
も
行
わ
れ
て
い
る

が
、「
何
を
指
し
て
い
る
の
か
が
不
明

確
」と
、
複
数
の
専
門
委
員
か
ら
意

見
が
聞
か
れ
た
。

ま
た
、
公
開
草
案
へ
の
コ
メ
ン
ト

募
集
を
す
る
際
の
文
案
も
修
文
が
行

わ
れ
た
。
こ
の
点
、「
開
示
に
つ
い
て

の
質
問
事
項
が
な
い
」と
専
門
委
員

か
ら
指
摘
が
あ
り
、
事
務
局
は
盛
り

込
む
方
向
で
検
討
す
る
と
の
こ
と
で

あ
る
。

税
効
果
適
用
指
針
案

前
回
よ
り
引
き
続
き
検
討
す
べ
き

課
題
と
し
て
、「
子
会
社
株
式
の
減
損

に
係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
の
取
扱

い
」が
あ
る
。
な
か
で
も
、
国
内
の

１
０
０
％
子
会
社
株
式
の
減
損
の
よ

う
に
、
将
来
の
一
定
の
時
期
が
到
来

し
な
い
と
減
算
一
時
差
異
な
の
か
、

永
久
に
損
金
に
算
入
さ
れ
な
い
の
か

が
判
明
し
な
い
項
目
に
つ
い
て
、
そ

の
取
扱
い
が
論
点
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
点
、
事
務
局
は
、
国
内
の

１
０
０
％
子
会
社
株
式
を
減
損
し
た

場
合
に
は
一
時
差
異
に
該
当
す
る
と

整
理
し
、
将
来
減
算
一
時
差
異
に
つ

い
て
は
、
将
来
、
清
算
す
る
ま
で
当

該
子
会
社
を
保
有
す
る
方
針
等
が
あ

る
と
き
に
は
、
評
価
性
引
当
額
を
認

識
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
と
し

た
。結

果
と
し
て
、
回
収
可
能
性
適
用

指
針
に
お
け
る
分
類
１
に
該
当
す
る

企
業
に
お
い
て
も
、
回
収
可
能
性
が

な
い
も
の
と
判
断
す
る
場
合
が
あ
る

た
め
、
あ
わ
せ
て
同
適
用
指
針
18
項

の
文
言
に
つ
い
て
も
修
正
案
が
提
案

さ
れ
た
。
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フラッシュ

会
　
　
計

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
上
の
取
扱
い
等
、検
討

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
課
題
対
応
専
門
委

去
る
10
月
11
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
７
回
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
課

題
対
応
専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

手
続
面

本
専
門
委
員
会
で
は
、
①
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
解
釈
指
針
委
員
会
の
適
時
の
フ
ォ

ロ
ー
や
、
②
わ
が
国
に
お
け
る
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
の
適
用
上
の
課
題
に
対
応
す
る

た
め
の
議
論
を
行
う
。
そ
こ
で
今
回

は
、
②
に
該
当
す
る
リ
ス
ク
分
担
型

企
業
年
金
の
取
扱
い
を
議
論
す
る
前

に
、
次
の
３
点
が
検
討
さ
れ
た
。

⑴　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
適
用
上
の
課
題
と

し
て
扱
う
テ
ー
マ
の
選
定
方
法

（
事
務
局
案
）①
市
場
関
係
者
か
ら
強

い
ニ
ー
ズ
が
聞
か
れ
て
い
る
か
、
②
わ
が

国
の
多
く
の
企
業
に
と
っ
て
重
要
な
影

響
が
生
じ
る
可
能
性
が
高
い
か
、③
重
要

な
ば
ら
つ
き
が
生
じ
る
可
能
性
が
高
い

か
を
総
合
的
に
分
析
し
、審
議
す
る
。

⑵　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
解
釈
指
針
委
員
会
に

要
望
書
を
提
出
す
る
か
否
か
の
判

断
基
準

（
事
務
局
案
）①
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
解
釈
指

針
委
員
会
の
判
断
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
、わ
が
国
の
関
係
者
の
コ
ン
セ

ン
サ
ス
が
得
ら
れ
て
い
る
か
、②
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
財
団
の
デ
ュ
ー
・
プ
ロ
セ
ス
・

ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
に
従
っ
た
場
合
、Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
解
釈
指
針
委
員
会
が
作
業
計
画

に
追
加
す
る
可
能
性
が
高
い
か
を
総

合
的
に
分
析
し
、審
議
す
る
。

⑶　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
解
釈
指
針
委
員
会
へ

の
要
望
書
の
提
出
の
要
否
に
関
す

る
判
断
の
過
程
を
周
知
す
る
方
法

（
事
務
局
案
）審
議
資
料
を
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
で
公
開
す
る
。

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
取
扱
い

前
記
⑴
の
分
析
の
結
果
、
リ
ス
ク

分
担
型
企
業
年
金
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の

適
用
上
の
課
題
と
し
て
扱
う
テ
ー
マ

と
さ
れ
、
事
務
局
よ
り
予
備
的
な
論

点
整
理
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
考
え

方
が
示
さ
れ
た
。

⑴　
リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
上
の
分
類

退
職
給
付
制
度
の
分
類
は
、「
さ
ら

に
掛
金
を
支
払
う
べ
き
法
的
債
務
お

よ
び
推
定
的
債
務
」の
有
無
に
よ
り

判
定
す
る
こ
と
に
な
る
。

こ
の
点
、
リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年

金
は
規
約
に
定
め
ら
れ
た
掛
金
以
外

に
、
追
加
的
な
掛
金
を
拠
出
す
る
法

的
な
義
務
が
基
本
的
に
生
じ
な
い
。

ま
た
、
推
定
的
債
務
の
有
無
の
検
討

に
は
、
労
使
合
意
に
基
づ
く
規
約
の

内
容
の
ほ
か
、
経
営
者
が
従
業
員
に

対
し
て
行
っ
て
い
る
説
明
等
を
考
慮

す
る
こ
と
に
な
る
。

⑵　
リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
が
確

定
拠
出
制
度（
Ｄ
Ｃ
）に
分
類
さ
れ

る
場
合
の
会
計
処
理

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
に
拠
出

す
る
掛
金
は
、「
あ
る
期
間
中
に
従
業

員
が
企
業
に
提
供
し
た
勤
務
と
交
換

に
企
業
が
Ｄ
Ｃ
に
支
払
う
べ
き
掛

金
」に
該
当
し
、
費
用
認
識
す
る
。

ま
た
、
リ
ス
ク
対
応
掛
金
は
、
リ

ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
の
導
入
時
に

総
額
が
定
め
ら
れ
、
拠
出
の
義
務
を

負
っ
て
い
る
た
め
、
そ
の
制
度
の
導
入

時
に
、
総
額
を
負
債
と
し
て
全
額
計

上
す
べ
き
か
が
論
点
と
な
る
。
こ
の

点
、
Ｄ
Ｃ
に
分
類
さ
れ
る
退
職
後
給

付
制
度
で
は
、
各
期
の
費
用
額
に
関

す
る
未
払
い
の
部
分
に
相
当
す
る
債

務
の
み
を
計
上
す
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
て
お
り
、
当
該
掛
金
の
総
額
を
負

債
と
し
て
計
上
す
る
必
要
は
な
い
。

⑶　
Ｄ
Ｂ
か
ら
Ｄ
Ｃ
に
分
類
さ
れ
る

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
に
移
行

す
る
場
合
の
会
計
処
理

既
存
の
Ｄ
Ｂ
の
全
体
を
Ｄ
Ｃ
に
分

類
さ
れ
る
リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金

に
移
行
し
た
場
合
、
Ｄ
Ｂ
の
も
と
で

支
給
す
る
給
付
の
一
部
ま
た
は
す
べ

て
に
つ
い
て
は
、清
算
に
該
当
す
る
。

リ
ス
ク
分
担
型
企
業
年
金
移
行
後

の
掛
金
に
お
け
る
特
別
掛
金
相
当
額

は
清
算
損
益
の
算
定
に
あ
た
り
考
慮

さ
れ
、
特
別
掛
金
相
当
額
の
支
出
は

将
来
に
行
わ
れ
る
た
め
、
移
行
時
に

負
債
が
認
識
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

経理用語の豆知識
インサイダー取引

インサイダー取引とは、上場会社等の会社関係者（会社
関係者でなくなった後１年以内のものを含む）が、当該上場
会社等の業務に関する重要事実を、その職務等に関し知っ
たうえで、その重要事実の公表前に当該上場株式の株券
等を売買することをいう。

インサイダー取引を未然に防止するためには、上場会社
においては、①適時適切な開示（投資判断に重要な影響を
及ぼす会社情報の適時開示に積極的に対応すること）、②
適切な情報の管理（内部情報が他に漏れたり不正に利用さ
れたりすることのないように社内体制を整備すること）、③規
制の正しい理解（インサイダー取引規制の意義や内容につ
いて役職員等に周知徹底を図ること）、が重要であるとされ
ている。インサイダー取引は、市場における会社の株式の
信頼を損ない、深刻な会社のイメージダウンにつながること
になるため、コンプライアンス上重要な問題であると認識す
る必要がある。

特定譲渡制限付株式

会社からその役員等に、役員等による役務提供の対価と
して交付される一定期間の譲渡制限その他の条件が付され
ている株式を特定譲渡制限付株式という。税法上は、①一
定期間の譲渡制限が設けられている株式、②法人により無
償取得される事由として勤務条件または業績条件が達成さ
れないこと等が定められている株式、であって、かつ、③役
務提供の対価として役員等に生ずる債権の給付と引換えに
交付される株式等であること、④役務提供を受ける法人また
はその法人の株式等の全部を直接に保有する親法人の株
式であること、の要件を満たすものであるとされている。

会社がその役員等に報酬債権を付し、その役員等から
その報酬債権の現物出資と引換えにその役員等の特定譲
渡制限付株式等を交付した場合には、その付与した報酬
債権相当額を前払費用等で資産計上するとともに、現物出
資された報酬債権等の額を資本金および資本準備金等で
計上することになる。
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フラッシュ

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2016年
10月3日

リサーチ・ペーパー2号「のれん及
び減損に関する定量的調査」 ASBJ

IASBの依頼を受け、EFRAGスタッフと協力して行ったもの。の
れんおよび減損の金額の推移を説明することによって、各国の会
計基準設定主体による、のれんの会計処理に関する技術的および
概念的な議論を促進することが目的。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/iasb/discussion/discussion_
research/20161003.shtml

―

2016年
10月13日

「連結財務諸表の用語、様式及び作
成方法に関する規則に規定する金
融庁長官が定める企業会計の基準
を指定する件」の一部改正（案）

金融庁
2016年1月1日から2016年6月30日までに公表されたIFRS16
号「リース」等を指定国際会計基準とするもの。コメント期限は、
2016年11月11日まで。
http://www.fsa.go.jp/news/28/sonota/20161013-1.html

―

金
　
　
融

中
央
銀
行
は
万
能
で
は
な
い
の
か証

　
　
券

金
融
緩
和
策
の
限
界
と
企
業
収
益

日
銀
の
黒
田
総
裁
は
９
月
30
日
、

カ
ナ
ダ
銀
行
・
日
本
銀
行
共
催
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
で
の
挨
拶
で
、「
一
国
の

中
央
銀
行
総
裁
は
、
金
融
市
場
と
経

済
に
つ
い
て
完
全
な
理
解
を
備
え
、

国
際
金
融
に
関
す
る
幅
広
い
経
験
を

有
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」と

す
る
カ
ナ
ダ
銀
行
の
サ
イ
ト
内
で
の

記
述
と
対
比
さ
せ
る
形
で
、「
中
央
銀

行
が
万
能
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
も

ま
た
事
実
」と
述
べ
た
。
日
銀
が
９

月
に
決
定
し
た「
長
短
金
利
操
作
付

き
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」の
話
題

の
直
後
だ
っ
た
だ
け
に
、
後
ろ
向
き

の
イ
メ
ー
ジ
は
拭
え
な
か
っ
た
。

今
回
の
政
策
の
新
し
い
枠
組
み
に
つ

い
て
は
、
未
だ
に
市
場
の
理
解
を
得

て
い
る
と
は
い
い
難
い
。
特
に
イ
ー
ル

ド
カ
ー
ブ
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
つ
い
て
は

追
加
金
融
緩
和
策
と
は
い
え
ず
、
む

し
ろ
隠
れ
た
金
融
緩
和
縮
小
策
と
の

見
方
も
あ
る
。
黒
田
総
裁
の
発
言
は
、

こ
れ
ま
で
の
金
融
緩
和
策
か
ら
の
方

向
転
換
と
す
る
こ
う
し
た
見
方
を
裏

づ
け
る
も
の
で
は
な
い
か
。

今
回
導
入
さ
れ
た
政
策
で
は
、
焦

点
を
国
債
買
入
額
か
ら
イ
ー
ル
ド

カ
ー
ブ
の
形
状
に
移
し
た
。
す
な
わ

ち
、
10
年
を
利
回
り
０
％
に
固
定
し
、

長
短
期
ゾ
ー
ン
を
一種
の
ツ
イ
ス
ト
オ
ペ

（
長
期
を
買
い
短
期
を
売
る
、
も
し

く
は
そ
の
逆
）を
行
う
こ
と
で
イ
ー
ル

ド
カ
ー
ブ
の
形
状
を
変
え
、
代
わ
り

に
年
間
80
兆
円
の
増
額
と
し
て
き
た

こ
れ
ま
で
の
日
銀
に
よ
る
長
期
国
債

買
入
れ
は
、
減
額
と
な
る
可
能
性
も

排
除
で
き
な
い
か
ら
だ
。

問
題
は
、
こ
の
政
策
の
目
的
が
み

え
な
い
こ
と
だ
。
も
ち
ろ
ん
、
金
融

機
関
の
収
益
悪
化
に
対
す
る
配
慮

や
、「
隠
れ
た
金
融
緩
和
縮
小
策
」と

い
う
見
方
が
当
た
っ
て
い
る
と
し
て

も
、
少
な
く
と
も
緩
和
策
に
は
な
っ

て
い
な
い
は
ず
だ
。

さ
ら
に
、
リ
ス
ク
プ
レ
ミ
ア
ム
や

短
期
金
利
の
将
来
見
通
し
な
ど
複
数

の
要
因
か
ら
な
る
長
期
金
利
を
、
中

央
銀
行
が
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
の

か
、
と
い
っ
た
疑
問
を
新
た
に
付
け

加
え
た
。
こ
の
よ
う
に
、
出
口
に
向

か
う
ど
こ
ろ
か
、
日
銀
の
政
策
は
ま

す
ま
す
闇
の
な
か
へ
向
か
っ
て
い
る

よ
う
に
み
え
る
。

リ
ス
ク
は
増
え
る
が
効
果
が
み
え

な
い
な
か
で
、「
中
央
銀
行
が
万
能
で

は
な
い
」と
述
べ
る
の
は
、
中
央
銀

行
総
裁
と
し
て
、
あ
ま
り
に
も
無
責

任
な
発
言
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

米
大
統
領
選
挙
は
ト
ラ
ン
プ
共
和

党
候
補
が
自
爆
、自
壊
し
て
沈
没
し
、

そ
の
反
動
で
ク
リ
ン
ト
ン
民
主
党
候

補
が
浮
上
、
同
氏
の
当
選
は
ま
ず
動

か
な
い
と
い
う
展
開
に
な
っ
て
き
た
。

あ
ま
り
に
も
異
端
過
ぎ
て
、
政
策
の

影
響
が
読
み
づ
ら
く
、
不
確
実
性
に

満
ち
た
ト
ラ
ン
プ
氏
に
比
べ
る
と
、
ク

リ
ン
ト
ン
氏
の
政
策
姿
勢
は
予
想
の

範
囲
内
に
あ
り
、
安
心
感
が
あ
る
。

大
統
領
選
挙
に
よ
る
経
済
や
株
式
市

場
の
撹
乱
は
回
避
さ
れ
よ
う
。

し
か
し
、
世
界
の
株
式
市
場
が
停

滞
気
味
と
い
う
現
状
は
変
わ
ら
ず
、

そ
こ
か
ら
脱
出
す
る
こ
と
は
、
な
か

な
か
容
易
で
な
い
と
思
わ
れ
る
。
現

在
の
株
式
市
場
、
株
価
の
停
滞
は
、

実
体
経
済
の
停
滞
を
反
映
す
る
も
の

で
あ
る
か
ら
だ
。
す
な
わ
ち
、
世
界

経
済
、
特
に
先
進
国
は
国
に
よ
る
程

度
の
差
は
あ
る
が
、
物
価
下
落
が
目

立
ち
、
デ
フ
レ
傾
向
に
あ
る
。
今
や
デ

フ
レ
は
日
本
の
専
売
特
許
で
は
な
い
。

デ
フ
レ
に
対
し
、
先
進
各
国
は
金

融
緩
和
に
よって
対
抗
、
克
服
し
よ
う

と
し
て
き
た
。
財
政
出
動
は
過
去
の

経
験
か
ら
有
効
性
に
疑
問
が
あ
る
た

め
、
控
え
目
に
し
よ
う
と
す
る
姿
勢

が
強
い
。
財
政
出
動
は
、
経
済
成
長

へ
の
寄
与
よ
り
も
政
府
債
務
の
増
加

に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
の
ほ
う
が
大
き
い
、

と
考
え
る
よ
う
に
な
って
い
る
の
だ
。

そ
こ
で
、
金
融
政
策
へ
の
傾
斜
が

進
み
、
特
に
中
央
銀
行
が
前
面
に
出

て
証
券
市
場
で
直
接
、
各
種
証
券
の

売
買
に
乗
り
出
す
と
い
う
以
前
に
は

想
像
も
つ
か
な
か
っ
た
行
動
を
す
る

よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

現
在
の
株
価
を
支
え
て
い
る
の

は
、
こ
う
し
た
異
常
な
ま
で
の
レ
ベ

ル
に
達
し
た
金
融
緩
和
政
策
で
あ

る
。
株
価
の
停
滞
は
長
引
い
て
い
る

が
、株
価
水
準
は
決
し
て
低
く
な
く
、

ア
メ
リ
カ
や
欧
州
主
要
国
の
株
価
は

過
去
最
高
近
辺
に
あ
る
。
日
本
の
株

価
だ
け
が
例
外
的
に
低
い
水
準
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
先

進
各
国
の
株
価
は
投
資
尺
度
か
ら
み

る
と
、
現
状
で
も
高
い
と
こ
ろ
に
あ

る
。
こ
の
点
で
も
日
本
の
株
価
は
例

外
的
に
割
安
な
位
置
に
あ
る
。

先
進
各
国
の
超
低
金
利
、
量
的
緩

和
は
実
体
経
済
に
響
か
ず
、
辛
う
じ

て
株
価
を
支
え
る
程
度
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
た
め
、
最
近
の
国
際
金
融
会

議
で
は
金
融
緩
和
政
策
の
限
界
が
議

論
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

各
国
と
も
中
央
銀
行
が
前
面
に
出
て

き
て
資
産
・
負
債
を
大
き
く
膨
ら
ま

せ
た
こ
と
が
ど
ん
な
副
作
用
を
も
た

ら
す
か
、
警
戒
姿
勢
を
強
め
て
い
る
。

し
か
し
、
金
融
緩
和
策
に
代
わ
る

ア
イ
デ
ア
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
の

で
、
結
局
、
金
融
緩
和
が
長
引
く
気

配
で
あ
る
。
こ
れ
か
ら
企
業
収
益
の

さ
ら
な
る
悪
化
と
いっ
た
事
態
に
な
れ

ば
、
先
進
各
国
の
同
時
株
安
も
あ
り

得
る
。
そ
れ
を
阻
止
す
る
の
も
、
企

業
収
益
で
あ
る
。
今
後
の
動
向
に
最

大
の
関
心
を
払
わ
ざ
る
を
得
な
い
。


